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並行在来線に対する支援の強化

（総務省、財務省、国土交通省）

北海道新幹線の開業に伴いＪＲ北海道から経営分離される並行在来線は、地
域住民にとって欠かすことのできない交通手段であるが、非常に厳しい経営が
見込まれるため、並行在来線運営会社や多額の公的負担を行う地方公共団体に
対する支援制度の拡充・創設が必要である。

【提案・要望事項】

○ 並行在来線に係る地方公共団体の負担に対する支援措置の拡充・創設
○ 並行在来線運営会社に対する経営支援策の強化
○ ＪＲ路線との乗継運賃に対する支援制度の創設
○ 並行在来線運営会社に対する税制特例の拡充
○ 寝台列車の運行継続等に係る支援

【提案・要望の理由・背景】

◆ 新幹線開業に伴いＪＲ北海道から経営分離される並行在来線については、
厳しい経営が予想され、多額の公的負担が見込まれることから、並行在来線
運営会社に対する鉄道資産取得等の初期投資助成や赤字補填等を行った場合
の地方公共団体への支援措置の拡充・創設が必要である。

◆ 並行在来線は、沿線人口や少子高齢化による通学利用者の減少等により、
厳しい経営が見込まれることから、並行在来線運営会社に対する初期投資の
支援制度や、鉄道運行による経営損失に対する欠損補助制度など、支援制度
の創設が必要である。

◆ これまでＪＲ北海道により運行されていた路線が、経営分離によりＪＲ北
海道と並行在来線運営会社に分割されることから、２社の路線を乗り継ぐ利
用者の金銭的負担を軽減するため、乗継運賃の割引に要する経費に対する支
援制度の創設が必要である。

◆ 並行在来線運営会社に対しては、ＪＲからの譲受資産に係る固定資産税等
の特例措置が適用されているが、現在ＪＲ北海道等の三島会社にはさらに手
厚い特例措置が認められていることから、それ以上に経営の厳しい並行在来
線運営会社に対しても同等の扱いがなされるよう、支援制度の拡充を図る必
要がある。

◆ 北海道と本州を結ぶ寝台列車は、観光客をはじめ広域利用者の重要な移動
手段となっており、その存廃は並行在来線運営会社の経営に与える影響も大
きいため、ＪＲ各社に対し、運行継続の働きかけが必要である。
また、減便あるいは廃止された場合には、運行が継続される際に見込まれ

ていた収益分に係る支援制度の創設が必要である。


